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兵庫県環境経済統合勘定を用いたＳＡＭ乗数分析ワークシートについて
兵庫県企画県民部政策室統計課

１　ＳＡＭ乗数と分析目的
経済活動と環境負荷の関連性を分析する手法としてＳＡＭ（Social Accounting Matrix：社会会計行列）乗数分析がある。これは、公共投資や移輸出の変化などが経済循環（中間取引、所得循環、貯蓄および投資）を通じ、財貨・サービスの生産、家計所得などに与える経済波及効果を分析する手法である。
ここでは、環境経済統合勘定をもとにした環境・経済モデルにより、生産額増などの外生変化が経済循環を通じ産業の生産活動、民間の消費活動にもたらす影響などをＳＡＭ乗数分析ワークシートにより推計する。

２　分析事例と設定条件

２．１　使用データ
内閣府経済社会総合研究所「平成15年度兵庫県環境経済統合勘定」『季刊国民経済計算』No137（平成20年度第1号）
２．２　分析事例
（１）生産額増加の経済活動・環境負荷への影響
（事例１）経済循環への影響額を項目別に与え、経済波及効果を推計する。
①産業（②、③、④を除く）の活動（2a）
②外部的環境保護活動：再生利用活動（2b）
③外部的環境保護活動：その他の廃棄物処理活動（2c）
④産業の内部的処理活動（2d）
⑤政府サービス生産者：政府（⑥、⑦を除く）の活動（2e）
⑥政府サービス生産者：その他の廃棄物処理活動（2g）
⑦政府サービス生産者：下水道処理活動（2h）
⑧対家計民間非営利サービス生産者（2i）
（２）支出割合の変化による影響
各部門は受取額に比例して、それぞれの支出を行うと仮定する。支出係数の変化量を設定し、経済波及効果を推計する。ただし、支出係数は列和が1になるため、変化量は0～1の間で設定する。
（事例２）内部的処理活動が活発になる場合の影響
内部的処理活動は、大気汚染防止や水質汚染防止などの環境保護活動である。他の財貨・サービスの生産において、内部的処理活動の割合が上昇、それ以外の活動の割合が低下する場合の影響額を計測する。支出係数表において(2a,1d)を低下させ、その分（2d,1d)を増加させる。
（事例３）その他産業が中間投入財をリサイクル製品へシフトする場合の影響
その他産業の中間投入財のリサイクル製品の割合が上昇、他の財貨・サービスの割合が低下する場合の影響額を推計する。支出係数表において(1a,2a)の係数を低下させ、その分（1d,2a)の係数を増加させる。
（事例４）家計がリサイクル製品をより使用する場合の影響
民間最終消費支出に占めるリサイクル製品の割合が上昇、他の財貨・サービスの割合が低下する場合の影響額を計測する。支出係数表において(1a,3a)の係数を低下させ、その分（1d,3a)の係数を増加させる。
３　経済活動・環境負荷への影響
（１）経済領域
①経済活動
再生利用活動、その他廃棄物処理活動、下水道処理活動の生産額。産業の内部的処理活動生産額、産業が生産するリサイクル製品、廃棄物処理サービス
2 政府サービス生産者
廃棄物処理サービス、下水道処理サービス

3 その他
雇用者報酬、生産・輸入品に課される税（控除）補助金、営業余剰・混合所得、県民可処分所得、民間最終消費支出
（２）経済領域・環境領域
①廃物勘定（発生量、処理量、蓄積量）
大気汚染（ＣＯ2等、ＮＯx、ＳＯx）、水質汚染（ＣＯＤ、Ｔ－Ｐ、Ｔ－Ｎ）
廃物処理関連財（内部的処理財、再生利用財、焼却財、最終処分財、廃棄物最終処分）
②物質勘定（発生量、処理量、蓄積量）
大気汚染（ＣＯ2等、ＮＯx、ＳＯx）、水質汚染（ＣＯＤ、Ｔ－Ｐ、Ｔ－Ｎ）
(参考)ＳＡＭ乗数モデル分析

ＳＡＭ乗数モデルは列構成比を一定とし、各部門は受取額に比例してそれぞれの支出を行うと仮定する。乗数を時系列的に比較することにより、支出構成の変化が複合され、移輸出の増加など外生変化が家計にもたらす影響をどのように変化させたのか考察できる。
Ｘ＝Ｓ・Ｘ＋Ｆ
Ｘ：内生部門ｉについて行和、列和から成る列ベクトル

Ｓ：支出係数Ｓijから成る正方行列

Ｆ：外生部門からの支出額Ｆjから成る列ベクトル

これをＸについて解くと、Ｘ＝（I－Ｓ）-1・Ｆを得る。（Ｉ：単位行列）

（I－Ｓ）-1は、外生ベクトルＦの変化が、内生化された取引を通じ、各産業の生産額、付加価値額、（制度部門別）所得額などの各内生部門の受取額にもたらす乗数である。
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